	

	●○○　第１５３回あすか倶楽部　定例会　●○○

テーマ：最近の消費者行政と今後の動向
講　師：公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会常任顧問
　　　　消費者行政研究会顧問　森田　一平 氏（消費生活アドバイザー　16期）
日　時：2013年6月15日（土）14:00 ～ 17:00

場　所：トヨタ自動車（株）池袋アムラックスビル６階６０４会議室

	


講演を始めるにあたって、
「消費生活アドバイザー、あるいは消費者相談にあたる人材はおとなしい人が多いと感じる。本日話す内容には、公表されている事実と私見が混ざっており、すべて正しいというつもりはない。むしろ皆さんの活発な意見を聞きたい。」
１．消費者問題の歴史
1960年代から2000年代の流れを一覧表でおさらい。
２．消費者行政推進体制
2009年に消費者庁が設置された。現在、279名のメンバーは、各省庁からの出向者で構成されている。
消費者委員会は公開されており、傍聴が可能。
行政は一般消費者にもっと情報提供を。高齢者がインターネット情報にアクセスできる可能性は低い。地方行政、区報、市報、自治会等を有効に活用することが必要。
３．消費者行政による支援活動
国による財政支援としての交付金創設。
消費者向け地方行政の実態はわかりにくい。チェックが必要。
４．消費者関連の法律
10～20の関連法がある。法律の中身は専門家（法務部、弁護士等）に任せる。
「関連すること」を認識し、誰に聞けばよいかを知っていることが大切。「参考書」。情報収集。
５．今国会における審議法案
集団的訴訟の法案、食品表示の法案。
６．消費者行政情報の入手
各省庁にキーマンを作る。たいていの省庁は広報担当等、企業対応窓口がある。
自分もニュース、話題をもって行くこと。個人対個人のつき合いが大切。
ホームページを参考に各種委員会や審議会を傍聴する。
マスコミの記者も貴重な情報源。専門家として頼られる関係を作る。
７．消費者行政最近の動き
消費生活アドバイザー、消費生活コンサルタント、消費生活相談員の３資格の統合、国家資格化は白紙になったと考えられる。
独立行政法人廃止の一環として、廃止が検討され、その後、消費者庁の検査機関としての検討が行われた国民生活センターは、政権が交代しての位置づけの検討は持ち越しとなった。平成26年度以降については、秋にかけて方向性が出る可能性。
消費者教育推進法が制定され、今後は、企業の消費者教育推進に向けてガイドラインを作成する方向。
８．これからの消費生活アドバイザー活動は
企業、行政が何を求めているか。実践事例、情報展開、積極的な発言をし、頼られる消費生活アドバイザーになろう。
９．所感
とても勉強になりました。企業のお客様相談室という立ち位置を明確にしたうえで、行政諸官庁から情報を得ることは、簡単なことではないのですが、小さいことの積み重ねなのだなぁ、と思います。そうして得た情報を、それぞれの関係者とどのように共有していくのか、これもとてもたいへんなこと。日々、情報収集は大事、と思いつつ、効率よく情報が集められなかったり、集めた情報を整理しきれなかったり、という状況のなかで、とても具体的でありがたいアドバイスでした。

以上
報告者　32期　相馬　聰子
